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宮崎県水源地域保全条例施行規則をここに公布する。

平成26年４月17日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第30号

宮崎県水源地域保全条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、宮崎県水源地域保全条例（平成26年宮崎県条例第４号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるも

のとする。

（届出の対象となる水源地域内の土地）

第２条 条例第２条第２項の規則で定める土地は、木竹が集団して生育している土地又は木竹の集団的な生育に供される土地で、その地目

が山林、原野、保安林、田又は畑であるものとする。ただし、農地法（昭和27年法律第 229号）第２条第１項に規定する農地に該当する

ものを除く。

（使用及び収益を目的とする権利）

第３条 条例第２条第２項の規則で定める使用及び収益を目的とする権利は、地役権、使用貸借による権利及び賃借権とする。

（水源地域の指定の案の告示）

第４条 条例第９条第３項（同条第８項において準用する場合を含む。）の規定による告示は、次に掲げる事項について行うものとする。

（１） 水源地域の指定の案

（２） 水源地域の指定の案の縦覧の期間及び場所

（３） 条例第９条第４項（同条第８項において準用する場合を含む。次条及び第６条第１項において同じ。）の規定による意見書を提出

する場合の提出先及び提出期限

（水源地域の指定等に係る意見書の提出）

第５条 条例第９条第４項の規定による意見書の提出は、所有地その他利害関係を有する土地の位置を示す図面を添付した水源地域の指定

（変更又は解除）に係る意見書（別記様式第１号）を提出して行うものとする。

（水源地域の指定に係る意見の聴取）

第６条 知事は、条例第９条第５項（同条第８項において準用する場合を含む。）の規定による意見の聴取（以下この条において「意見の

聴取」という。）を行おうとするときは、当該意見の聴取の日の10日前までに、同条第４項の規定により縦覧に供された案について異議

がある旨の意見書を提出した者に対し、意見の聴取の日時及び場所を書面で通知するものとする。

２ 意見の聴取は、知事が指定する職員が行うものとする。

（届出を要する土地売買等の契約）
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第７条 条例第10条第１項の規則で定める契約は、次に掲げる契約とする。

（１） 贈与契約

（２） 売買契約

（３） 交換契約

（４） 地上権に関する契約

（５） 地役権に関する契約

（６） 使用貸借に関する契約

（７） 賃貸借に関する契約

（土地の所有権等の移転等の届出）

第８条 条例第10条第１項の規定による届出は、土地の所有権等の移転等の届出書（別記様式第２号）を提出して行うものとする。

２ 前項の届出書には、次に掲げる書類を添付するものとする。

（１） 土地売買等の契約に係る土地の位置を示す図面

（２） 登記事項証明書その他土地売買等の契約に係る土地について所有権等を有することを証する書面の写し

３ 条例第10条第１項第６号の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。

（１） 土地売買等の契約の種類

（２） 土地売買等の契約に係る土地の地目及び現況

４ 条例第10条第２項の規則で定める場合は、次に掲げる場合とする。

（１） 土地売買等の契約の当事者の一方又は双方が次に掲げる法人である場合

ア 分収林特別措置法（昭和33年法律第57号）第９条第２号に掲げる森林整備法人

イ 独立行政法人森林総合研究所

ウ 国立大学法人法（平成15年法律第 112号）第２条第１項に規定する国立大学法人

（２） 条例第10条第１項第４号に規定する土地の利用目的が次に掲げるものである場合

ア 電気事業法（昭和39年法律第 170号）第２条第１項第10号に規定する電気事業者（以下「電気事業者」という。）が行う同項第

９号に規定する電気事業（以下「電気事業」という。）に関する設備のうち架空線、電柱若しくはその附帯設備（これらに類する

設備を含む。）の設置又は電気事業者が行う電気事業に関する設備の管理

イ 電気通信事業法（昭和59年法律第86号）第 120条第１項に規定する認定電気通信事業者（以下「認定電気通信事業者」という。

）が行う同項に規定する認定電気通信事業（以下「認定電気通信事業」という。）に関する設備のうち架空線、電柱又はその附帯

設備（これらに類する設備を含む。）の設置又は認定電気通信事業者が行う認定電気通信事業に関する設備の管理

ウ 非常災害に際し必要な応急措置の実施

５ 条例第10条第３項の規定による変更の届出は、土地の所有権等の移転等の変更届出書（別記様式第３号）を提出して行うものとする。

（身分証明書）

第９条 条例第12条第３項の証明書は、身分証明書（別記様式第４号）によるものとする。

（公表の方法）

第10条 条例第15条第１項の規定による公表は、次に掲げる事項について、宮崎県公報への登載、インターネットの利用その他の適切な方

法により行うものとする。

（１） 勧告を受けた者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）

（２） 勧告の内容

（３） 前２号に掲げるもののほか、知事が必要と認める事項

附 則

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第７条から第10条までの規定は、条例附則第１項ただし書に規定する規定の施行の日から

施行する。
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宮崎県告示第 285号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（

平成17年法律第 123号）第54条第２項の規定により、精神通院医療

を行う指定自立支援医療機関を次のとおり指定した。

平成26年４月17日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 286号

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 158条第１項の規定

により、歳入の収納の事務を次のとおり委託した。

平成26年４月17日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

告告 示示

指 定
年月日

担当する医療
の種類

所在地名 称

平成26年
２月１日

薬局宮崎市
薬局エンゼルファーマシ
ー広島店

委 託 期 間委 託 先委託した収納事務

平成26年４月１日から

平成27年３月31日まで

宮崎県信用漁業

協同組合連合会

沿岸漁業改善資金貸

付金に係る債権につ

いての保全及び取立

てに関する事務

公公 告告

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第25条第４項の規

定により、次のとおり特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申

請があった。

平成26年４月17日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

定款に記載され
た目的

主たる事
務所の所
在地

代表者の氏名名 称
申請
年月
日

この法人は、

要介護者ができ

る限り住み慣れ

た自宅で、安心

して過ごせる地

域社会を実現す

るために、利用

する側の視点に

立った地域福祉

サービス活動を

行い、もって宮

崎県内の福祉及

び保健の増進に

寄与することを

宮崎県東

臼杵郡門

川町須賀

崎４丁目

48番地

萱野 照三瀦特定非営利

活動法人い

きいき会

平成

26年

４月

３日

目的とする。

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第５条第１項の規

定により、大規模小売店舗の新設に関する届出があったので、届出

書その他関係書類を次のとおり縦覧に供する。

なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、本日

から４月以内に宮崎県知事に意見書を提出することができる。

平成26年４月17日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

スーパー・キッド延岡野田店

延岡市野田町1863－１

２ 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法

人にあっては代表者の氏名

株式会社アレス 代表取締役 蒲原晴生

熊本県熊本市北区楠七丁目８番10号

３ 当該大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及

び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社アレス 代表取締役 蒲原晴生

熊本県熊本市北区楠七丁目８番10号

４ 大規模小売店舗の新設をする日

平成26年12月１日

５ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

1，300㎡

６ 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

茨 駐車場の位置及び収容台数

建物北側及び東側 74台

芋 駐輪場の位置及び収容台数

建物東側 10台

鰯 荷さばき施設の位置及び面積

建物外西側 36．2㎡

允 廃棄物等の保管施設の位置及び容量

建物外西側 16．5逢

７ 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

茨 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店

時刻

開店時刻 午前９時 閉店時刻 午後11時

芋 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前８時30分から午後11時30分まで

鰯 駐車場の自動車の出入口の数及び位置

２箇所 建物北側及び東側

允 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後４時まで

８ 届出年月日

平成26年３月31日

９ 届出書その他関係書類の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商工政策課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間
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平成26年４月17日から平成26年８月18日まで

10 意見書の提出先及び期間

茨 提出先

宮崎県商工観光労働部商工政策課

芋 期間

平成26年４月17日から平成26年８月18日まで

11 意見書の記載事項

意見書には、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地

域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見ととも

に、意見書提出者の氏名又は名称及び住所並びに当該大規模小売

店舗の名称を日本語により記載すること。

測量法（昭和24年法律第 188号）第14条第１項の規定により、基

本測量の実施について、国土交通省国土地理院長から次のとおり通

知があった。

平成26年４月17日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 作業の種類

基本測量（機動観測）

２ 作業地域

えびの市

３ 作業期間

平成26年４月１日から平成27年３月31日まで

測量法（昭和24年法律第 188号）第14条第２項の規定により、宮

崎県公報第2496号により公告した基本測量（電子国土基本図（地図

情報）修正測量）が平成26年３月31日終了した旨、国土交通省国土

地理院長から通知があった。

平成26年４月17日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

測量法（昭和24年法律第 188号）第39条において準用する同法第

14条第１項の規定により、公共測量の実施について、西日本高速道

路株式会社九州支社宮崎高速道路事務所長から次のとおり通知があ

った。

平成26年４月17日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 作業の種類

公共測量（水準点測量）

２ 作業地域

都城市北部

３ 作業期間

平成25年12月20日から平成26年４月21日まで

測量法（昭和24年法律第 188号）第39条において準用する同法第

14条第２項の規定により、宮崎県公報第2508号により公告した公共

測量（航空レーザ測量、３件）が平成26年２月28日終了した旨、国

土交通省九州地方整備局宮崎河川国道事務所長から通知があった。

平成26年４月17日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

測量法（昭和24年法律第 188号）第39条において準用する同法第

14条第２項の規定により、宮崎県公報第2510号により公告した公共

測量（航空レーザ測量 地図情報レベル 1，000）が平成26年３月14

日終了した旨、国土交通省九州地方整備局宮崎河川国道事務所長か

ら通知があった。

平成26年４月17日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

都市計画法（昭和43年法律第 100号）第21条第２項において準用

する同法第20条第１項の規定により、都市計画の図書の写しが送付

されたので、次のとおり公衆の縦覧に供する。

平成２６年４月17日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 都市計画を定める者の名称

延岡市

２ 都市計画の種類及び名称

日向延岡新産業都市計画道路

３・３・12号 日の出通線

８・７・１号 延岡駅東西自由通路線

３ 縦覧場所

宮崎県県土整備部都市計画課

宮崎県延岡土木事務所

労働委員会告労働委員会告示示

宮崎県労働委員会告示第１号

労働関係調整法施行令（昭和２１年勅令第 478号）第４条及び労働

委員会規則（昭和24年中央労働委員会規則第１号）第68条第１項の

規定により、宮崎県労働委員会のあっせん員候補者の氏名、閲歴等

を次のとおり公表する。

平成26年４月17日

宮崎県労働委員会会長 日 野 直 彦

委 嘱 日閲 歴 及 び 現 職氏 名

平25.8.20県労働委員会労働者委員
ＮＴＴ労働組合九州総支部副執
行委員長兼宮崎支部長

有 村 文 雄

平25.8.20県労働委員会使用者委員
吉原建設株式会社顧問

江 藤 洋 行

平25.8.20県労働委員会労働者委員
宮崎県平和・人権・環境労働組
合会議議長

大久保 貴 司

平25.8.20県労働委員会使用者委員
株式会社宮崎信販代表取締役社
長

大 森 一 仁

平25.8.20県労働委員会公益委員
特定社会保険労務士

金 丸 憲 史

平25.4.8県労働委員会事務局調整審査課
長

川 越 道 郎

平25.8.20県労働委員会使用者委員
宮崎県経営者協会専務理事

工 藤 久 昭

平25.8.20県労働委員会使用者委員
宮崎県商工会議所連合会専務理
事

倉 掛 正 志

あ つ せ ん 員 候 補 者 名 簿

（五十音順） （平成26年４月７日現在）
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平25.8.20県労働委員会労働者委員
全宮崎交通労働組合連合会会長

黒 木 忠 博

平25.8.20県労働委員会使用者委員
米良電機産業株式会社顧問

末 藤 孝 憲

平26.4.7県労働委員会事務局調整審査課
課長補佐

砂 本 良 一

平25.8.20県労働委員会労働者委員
日本労働組合総連合会宮崎県連
合会事務局長

中 川 育 江

平25.8.20県労働委員会公益委員
元宮崎県福祉保健部長

中 原 健 次

平25.8.20県商工観光労働部労働政策課長久 松 弘 幸

平25.8.20県労働委員会公益委員
弁 護 士

日 野 直 彦

平25.8.20県労働委員会公益委員
弁 護 士

宮 田 行 雄

平25.4.8県労働委員会事務局長安 井 伸 二

平25.8.20県労働委員会公益委員
弁 護 士

山 崎 真一朗

平25.8.20県労働委員会労働者委員
日本労働組合総連合会宮崎県連
合会顧問

横 山 節 夫

選挙管理委員会告選挙管理委員会告示示

宮崎県選挙管理委員会告示第25号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第74条第１項及び第75条第１

項に規定する選挙権を有する者の総数の50分の１の数並びに同法第

76条第１項、第81条第１項及び第86条第１項並びに地方教育行政の

組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第 162号）第８条第１項

に規定する選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40

万を超え80万以下の場合にあっては、その40万を超える数に６分の

１を乗じて得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得

た数、その総数が80万を超える場合にあっては、その80万を超える

数に８分の１を乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40

万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数）は、平成26年４

月７日現在次のとおりである。

平成26年４月17日

宮崎県選挙管理委員会委員長 後 藤 仁 俊

選挙権を有する者の総数の50分の１の数 18，501人

選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40万を超え

80万以下の場合にあっては、その40万を超える数に６分の１を乗じ

て得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数、そ

の総数が80万を超える場合にあっては、その80万を超える数に８分

の１を乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40万に３分

の１を乗じて得た数とを合算して得た数） 215，626人

宮崎県選挙管理委員会告示第26号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第80条第１項に規定する選挙

権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40万を超え80万以

下の場合にあっては、その40万を超える数に６分の１を乗じて得た

数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数、その総数

が80万を超える場合にあっては、その80万を超える数に８分の１を

乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40万に３分の１を

乗じて得た数とを合算して得た数）は、平成26年４月７日現在次の

とおりである。

平成26年４月17日

宮崎県選挙管理委員会委員長 後 藤 仁 俊

東臼杵郡選挙区 8，314人

県議会公県議会公告告

宮崎県議会情報公開条例（平成14年宮崎県条例第27号）第27条の

規定により、平成25年度における公文書の開示等の状況を次のとお

り公表する。

平成26年４月17日

宮崎県議会議長 福 田 作 弥

１ 公文書の開示請求の処理状況

（注１） １件の開示請求に対して、当該請求の内容等により複数

の公文書が対象となり、それぞれの公文書について決定が

行われた例があるため、請求書受付件数と決定等件数は一

致しない。

（注２） 決定等の内訳の不存在とは、公文書の不存在を理由に不

開示の決定を行ったものをいう。

２ 請求者の状況

３ 不服申立ての件数

０件

合 計

決 定 等 の 内 訳請求書

受 付

件 数
取下げ却下不存在不開示

部分

開示
開示

９００００２７７

計法人その他の団体個 人区 分

７７０県 内

０００県 外

７７０計
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